
 

代理受領制度について 
 

＜代理受領制度の概要＞ 

代理受領制度とは、申請者が耐震診断や耐震改修工事、危険コンクリートブロック塀等除却工事にかかった

費用を耐震診断士又は施工業者に支払う際に、かかった費用から補助金額を差し引いた残額を耐震診断士

又は施工業者へ支払い、補助金は、市川市から直接耐震診断士又は施工業者へ支払う制度です。 

申請者が耐震診断や耐震改修工事、除却工事にかかった費用の全額を耐震診断士又は施工業者に支払

う必要がなくなり、申請者の初期費用負担を軽減することができます。 

 

＜代理受領制度の対象となる補助金＞ 

代理受領制度を利用することができる補助金は次のとおりです。 

・木造住宅耐震診断 

・木造住宅耐震改修（設計、工事、工事監理） 

・分譲マンション耐震診断 

・分譲マンション耐震改修（設計、工事、工事監理） 

・緊急輸送道路沿道建築物耐震診断 

・危険コンクリートブロック塀等除却 

 

＜代理受領制度の例＞ 

木造住宅の耐震診断費が１５万円の場合 

○従来の制度を利用した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

○代理受領制度を利用した場合 

 

 

 

 

 

 

 

市 

申請者 耐震診断士 
①診断費１５万円全額支払い 

②補助金請求 ③補助金８万円交付 

市 

申請者 耐震診断士 
①診断費１５万円と補助金８万円 

の差額７万円支払い 

②補助金請求 

③補助金８万円交付 



＜代理受領制度の手続きの流れ＞ 

木造住宅耐震診断の場合の手続きの流れは次のとおりです。 

  ※他の補助金については、各補助金のパンフレットをご参照ください。 

 

                             

                            

       

                        

 

 

              

                         

 

 

                              

                          

                               

                              

  

                        

 

 

 

 

 

                               

 

  

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

市川市 街づくり部 建築指導課  TEL ０４７－７１２－６３３７ 

市川市役所 第２庁舎２階 （〒２７２-８５０１ 市川市南八幡２丁目２０番２号） 

耐震診断士を選びます 

診断に係る費用の見積りをとります 

建築指導課への相談（窓口・電話） 

対象 
補助金は出ません 

対象外 

市から『補助金額確定通知書』が郵送されます 
確定通知番号を耐震診断士に通知します 

補助金が耐震診断士の指定口座に振り込まれます 

耐震診断士が市へ『補助金交付請求書』と 
『委任状』を提出します 

市から『補助金額確定通知書』が
郵送されます 

申請者が市へ『補助金交付 
請求書』を提出します 

補助金が申請者の指定口座に 
振り込まれます 

市から『補助金交付可否決定通知書』が郵送されます 

診断士と契約後、精密診断を実施します 

不交付決定通知 適合 

補助金は出ません 

不適合 

代理受領制度を 
利用した場合 

施工業者へ全額費用を 
支払います 

施工業者へ補助金額を引いた費用を支払い、 
代理受領の補助金請求の委任状を手交します 

書類審査 

市へ『補助金交付申請書』と添付書類を提出します 

 

対象建築物か 

従来の制度を利用した場合 

  市へ『実績報告書』と添付書類を提出します 


